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編集後記 　企業財務の観点からは，企業年金は退職一時金の分割払いに過ぎません。それでも，昭和
30年代半ばに成立した厚生年金基金が，単独→連合→総合とその設立形態を増加させていっ
たのは，中小・零細企業の従業員にも給付建て（年金の価値が変わらない）の企業年金を給
付しようという哲学がありました。しかし，企業の経営・雇用戦略も変わり，日本的経営は
過去のものとなっています。
　論文にもあったように，今年の6月19日に改正厚生年金保険法が参議院で可決されました。
改正法では財政状況が悪化している基金を5年以内に解散，代行部分の返還を求めることが
でき，それ以外の基金も基準を下回れば厚生労働相が解散命令を出せます。現存，約560の
基金の約9割が廃止の見通しです。
　今回の特集では，退職給付の位置付け，公的年金制度との関係といった観点を中心に，今
後の企業年金の方向性を示して頂きました。この問題に関する理解の一助になれば幸いです。	

（K.Y）
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